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京都府戦略的地震防災対策推進プランの概要

第 一 総 則

１ 策定趣旨
平成２１年４月に策定した京都府戦略的地震防災対策指針（以下「戦略指針」という。）

で定めた減災目標等を達成するため、具体的事業（数値目標、達成時期、実施主体等）を

盛り込んだ「京都府戦略的地震防災対策推進プラン」（以下「推進プラン」という。）を策

定し、地震防災対策を計画的に推進する。

２ 計画期間

平成２２年度～平成２６年度

（戦略指針の計画期間である平成２１年度～平成３０年度の前半の５年間）

３ 戦略指針と推進プランの関係
推進プランは、戦略指針の実施計画として位置付け、戦略指針と推進プランの関係は、

下図のとおりである。

４ 実施主体

国、京都府、市町村、防災関係機関、府民、地域、ＮＰＯ、企業、大学等

５ 戦略性の確保
減災目標を支える「府民の生命と生活を守る」「京都らしさを守る」「地域力を高める」

の３つの柱に重点を置いて事業を推進する。

①地震に強い京都のまちづくり ⑤災害後の府民生活
②住まいの安全、安心 ⑥京都らしさを保った復興
③地震に強い京都の人づくり ⑦京都経済・活力維持
④行政の危機対応能力の向上

＜ 目標達成のための７つの政策 ＞

「今後１０年間で、東南海・南海地震
の被害を可能な限り抑止するとともに
直下型地震の被害を半減する」

＜減災目標＞

＜推進する具体的な６２の施策項目＞

【例：防災拠点施設の耐震化、学校施設の耐震化 等】

推進プラン：施策項目ごとの具体的事業（２９６事業）

＜ ３つの柱 ＞

１ 府民の生命と生活を守る

２ 京都らしさを守る

３ 地域力を高める
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６ 地域特性に応じた対策の推進
京都府を山城・南丹・中丹・丹後・京都市の５つの地域に分け、それぞれの地域ごと

の地震のリスクや特性等を分析・整理しそれぞれの地域特性に応じた地震防災対策を

明記

○地震のリスク

東南海・南海地震及び京都府内・周辺の主要な活断層による直下型地震を想定

○社会的特性

地理特性、社会特性（人口、高齢化率等）、地震対策等の進捗状況（住宅、公共

施設の耐震化率、自主防災組織、常備消防、消防団、土砂災害、孤立集落等）

７ 戦略指針及び推進プランの実施について
(１)実施体制として、「京都府戦略的地震防災対策推進本部」設置による全庁体制の確保

や「多様な主体との連携」「広域連携」を記述

（京都府戦略的地震防災対策推進本部）

推進本部 本 部 長：副知事（安心・安全総括担当）
副本部長：府民生活部長
本 部 員：危機管理監、広域振興局長（山城・南丹・中丹・丹後）、各部長、教育長、
府警本部長、議会事務局長、監査委員事務局長、人事委員会事務局長

幹事会 幹 事 長：防災監
幹 事：各部主管課長、広域局企画総務部総務室長（山城・南丹・中丹・丹後）、

危機管理・防災課長、消防安全課長、警察本部警備部警備第一課長
(事 務 局：危機管理・防災課)

(２) 目標について、推進プランに盛り込む事務・事業については、可能な限り数値化し、

数値化が困難なものについては達成しようとする目標の内容を出来る限り具体的に記

載する。

（３）戦略指針及び推進プランの進捗管理

① 外部有識者で構成する「戦略的地震防災対策推進部会」により、各対策の達成状

況を総合的に評価・検証し、進捗状況を毎年度、防災会議において報告・公表

② 各実施主体は、進捗状況を自己点検し、順次改善しながら事業を推進する仕組み

③ 部会による評価結果等踏まえ、京都府防災会議は、定期的に指針及び推進プラン

の見直しを実施

第二 京都府戦略的地震防災対策推進プランの施策展開
戦略指針で掲げた３つの柱「府民の生命と生活を守る」「京都らしさを守る」「地域力を高

める」と７つの政策、６２の施策項目を一覧表で整理
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第三 指針の目標達成の具体的事業一覧
戦略指針で体系化した７つの政策と６２の各施策項目ごとに、具体事業を担当部局等（実

施主体）等を明記して記載

７つの政策 事 業 数

うち新規

① 地震に強い京都のまちづくりを進める ６４ ２

② 地震時の住まいの安全、地震後の住まいの安心を守る ２１ １０

③ 地震に強い京都の人づくりを進める ４０ １２

④ 行政の危機対応能力の向上を図る ６８ ２６

⑤ 災害後の府民生活を守る ８２ １６

⑥ 京都らしさを保った復興を実現する １４ ６

⑦ 京都経済・活力を維持する ７ ５

合 計 ２９６ ７７

＜推進プランの特徴＞

○多様な主体の取組を記述 府・市町村の他３０機関の７８事業、市町村１３３事業

○先進的取組を明記し、府全体に普及 (先進的取組３１事業）

例）家具等の転倒防止器具設置等事業（京都市、久御山町）、 防災協力農地登録制度

（向日市）、南丹セーフティキッズ認定事業（南丹広域局）等

○地震防災対策に繋がるものを幅広に記載

例）・ブロック塀の生け垣化（緑化事業）→ブロック塀の転倒防止、不燃化対策

・学校の太陽光発電設置→自立できる避難所

第四 各主体の役割

○京都府全体で地震防災対策を推進するため、「府民・家庭」「企業」「地域」の主要主体

が果たすことが期待される役割とそれぞれの項目について「行政の役割や施策等」を記

載


